
地
方
制
財
政
の
開
題
点
が
ま
す
ま
す
露
聾
し
て
書
た
昨
今
、
そ
の
襲
構
を
識
蓄
に
分
離
し
て
も
ら
い
、
あ
る
い
は
諮
っ
て
い
た
だ
い
た
。

一
人
時
、
小
韓
関
科
大
学
の
麓
藤
一
期
助
教
襲
、
も
う
一
人
は
、
北
海
道
大
学
教
繍
棋
の
富
脇
淳
教
接
。
品
ハ
に
0
0

年
離
の
小
誌
に
地
方
財

政
に
つ
い
て
鶴
田
一
墨
田
を
発
し
て
く
だ
さ
っ
て
い
た
。
そ
の
関
の
地
域
と
そ
れ
を
間
取
り
臨
む
社
舎
の
変
貌
を
檎
寵
し
た
い
。
e

さ
ら
に
今
国
可
で

は
間
出
家
の
破
鱒
慨
を
く
ぐ
り
ぬ
け
、
の
選
・
を
歩
む
瞬
間
盟
、
韓
関
に
つ
い
て
小
樽
蕗
科
大
学
の
事
灘
間
関
数
鰻
に
も
お
麓
を
お
開
き
し
た
。

藤

ヘ
小
樽
鞠
科
大
学
大
学
院
蕗
学
研
究
科
J

/
ア
ン
ト
レ
ブ
レ
ナ

i
シ
ッ
ブ
専
攻
助
教
捜
」

白血目白血白血A.

北
海
道
経
済
と
い
う
体
の
痛
状
を
開
具
体
的
客
数
字
を
挙
げ
て
と
も
え
本
お
す
と
構
同
ゆ
と
う
立
っ
て
い
る
の
か
、
難
藤
助
教
鞭
が

詳
細
に
グ
ラ
フ
も
鑓
い
容
が
ら
襲
態
を
隅
明
ら
か
に
す
る
。
北
潟
遵
に
お
い
て
は
依
然
と
し
て
期
駿
支
出
依
存
が
鱗
書
、
し
か
も
翻

ら
の
戴
襲
余
地
を
よ
時
狭
め
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
こ
の
窮
地
を
ど
の
よ
う
に
麟
臨
す
る
の
か
。
そ
の
み
散
り
た
い
。
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盤驚

号事
関

銀》

増東

周
知
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
の
北
海
道
経
済
は
、
間
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス

フ
ァ
ー
を
財
源
と
す
る
公
共
投
資
等
に
依
存
す
る
度
合
い
が
強
く
、
財
政
支
出

(
公
的
需
要
)
に
よ
っ
て
牽
引
さ
れ
て
き
た
。

し
か
し
、
わ
が
国
の
財
政
状
況
を
顧
み
る
と
、
も
は
や
自
家
財
政
に
よ
る
地

域
聞
の
所
得
再
分
配
を
政
策
的
に
維
持
し
て
い
く
こ
と
は
困
難
な
情
勢
に
あ

り
、
今
後
、
北
海
道
経
済
が
深
刻
な
状
況
に
縮
る
で
あ
ろ
う
こ
と
が
懸
念
さ
れ

て
い
る
。

事
実
、
道
内
総
生
産
に
出
め
る
建
設
業
の
構
成
比
は
、

1
9
9
6
年
慶
以
降
、

低
下
傾
向
に
あ
り
、
建
設
業
の
就
業
者
数
も
幻
万

8
千
人
員
年
度
)
か
ら

2

0
0
0
年
度
に
は
認
万
人
弱
と
な
っ
て
い
る
。

バ
ブ
ル
経
済
の
崩
壊
以
降
、
景
気
対
策
の
一
環
と
し
て
増
加
基
調
で
推
移
し

て
き
た
公
共
投
資
も

ω年
度
の

2
兆
8
3
6
億
円
(
公
共
工
事
請
負
金
額
ベ
i
ス
)

を
境
に
減
少
に
転
じ
、
似
年
度
は

1
兆
2
1
1
0
寵
丹
に
ま
で
落
ち
込
ん
だ
。

骨盤3寄贈轍鎗窮状警告鱒号事特集

醒粛藤朗(さいとういちろう)氏

1962年北海道生まれ。 85年策北大学経済学部卒業後、

第一勧業銀行入行。 94年北海道大学大学院経済学研究

科修士課程修了。同年小樽商科大学商学部助手。 9ブ年
同助教授。♂004年小樽商科大学大学院商学研究科(ビ

ジネススクール)劫教授。専攻は金融論。主な論文汀七

海道のマクロ経済循環と金融構造Ji北海道の中小企業
と金融システム」など。

こ
う
し
た
危
機
的
な
状
況
の
中
、
道
内
各
地
域
に
お
い
て
は
自
律
的
な
発
展
に

向
け
た
取
り
組
み
が
な
さ
れ
、
過
度
な
財
政
支
出
へ
の
依
存
構
造
か
ら
税
却
す

る
こ
と
が
危
急
の
課
題
と
さ
れ
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
北
海
道
に
お
け
る
財
政
的
な
支
出
に
対
す
る
依
存
と
、
そ
の
主

要
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
の
動
向
か
ら
、
北

海
道
経
済
が
未
だ
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
を
べ

i
ス
と
す
る
財
政
支
出
に
大
き

く
依
存
し
て
い
る
現
状
を
概
観
す
る
。
加
え
て
、
こ
う
し
た
財
政
依
存
構
造
の

生
じ
て
い
る
要
因
を
、
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
論
の
観
点
、
す
な
わ
ち
貯
蓄
投
資

差
額
と
域
際
収
支
の
関
係
か
ら
考
察
し
、
財
政
依
存
構
造
か
ら
税
却
す
る
た
め

の
基
本
的
な
考
え
方
を
あ
ら
た
め
て
整
理
す
る
。

ま
ず
は
、
北
海
道
経
済
に
お
け
る
財
政
的
な
支
出
(
公
的
需
要
)
の
位
置
づ
け

を
、
道
民
経
済
計
算
か
ら
確
認
す
る
こ
と
か
ら
始
め
よ
う
。

位
年
度
に
お
け
る
北
海
道
経
済
の
支
出
構
造
は
、
道
民
経
済
計
算
ベ

i
ス
で
、

民
間
需
要
一
m
N

・
0
%
、
公
的
需
要
(
政
府
最
終
消
費
支
出
、
公
的
総
国
定
資
本
形
成
、

公
的
企
業
一
般
政
府
の
在
庫
品
増
加
の
合
計
)
一
部
・

7
%
、
移
輸
出
入
等
一
品

6
・

7
%
と
い
う
構
成
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
全
体
支
出
(
県
内
総
支
出
)
に
占

め
る
公
的
需
要
の
割
合
(
公
的
需
要
依
存
度
)
は
、
門
別
都
道
府
県
の
平
均
が
お
・

5
%
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
北
海
道
は
こ
れ
を
日
・

2
%ポ
イ
ン
ト
上
国
る
状

況
に
あ
り
、
現
状
に
お
い
て
も
な
お
、
相
対
的
に
財
政
支
出
に
依
存
し
た
構
造

と
な
っ
て
い
る
。

時
系
列
的
に
は
、
的
年
度
の
幻
・

7
%を
ピ
!
ク
に
幾
分
低
下
す
る
傾
向
が

み
ら
れ
る
が
、

mw
年
代
を
通
し
て
み
る
と
、
基
調
的
に
は
公
的
需
要
に
対
す
る

依
存
を
強
め
て
き
た
こ
と
が
見
て
取
れ
る
(
図
1
)
0

図
2
は
、
北
海
道
経
済
の
公
的
需
要
依
存
度
と
所
得
水
準
(
人
口
l
人
あ
た
り

の
道
民
可
処
分
所
得
)
の
関
係
を
時
系
列

(
9
3
S
N
A
べ
i
ス
)
で
示
し
た
も
の
で

あ
る
。
こ
れ
を
も
と
に
、

l
人
あ
た
り
道
民
可
処
分
所
得
を
非
説
明
変
数
、
公

的
需
要
依
存
度
を
説
明
変
数
と
し
た
単
回
帰
分
析
を
行
う
と
、
次
の
よ
う
な
正

の
相
関
が
観
察
さ
れ
る
。
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公的需要依存度の推移:北海道国1
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一般政府の部門別所得支出取引と資本調達勘定

l受取
財産所得

生皮・輸入品に課される税

所得・富等に課される税

役会負援

他の…絞殺j育部門からの絞常移転

道外からのその他の経常移転

他部門からのその他の経常移転

支出
最終消費支出

財産所得

繍sJJ金
現物社会移転以外の社会給付

他の一般政府部門への絞常移転

送外に対するその他の経常移転

他都内l二対するその他の経常移転

貯蓄・資本移転によるま味資蔑の変言語

貯喜寄付車).. 一一
固定資本減耗

資本移転(純)

思3

一般政府の部門}JIJ所得支出取引

γ一一一一一一一一一一一一一一一一一一

吋

伸

縮

こ
の
よ
う
に
、
財
政
的
な
支
出
(
公
的
需
要
)
に
対
す
る
過
度
な
依
存
、
す
な

わ
ち
「
官
依
存
」
体
質
か
ら
の
脱
却
が
最
重
要
課
題
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
る

中
で
、
初
年
代
の
北
海
道
経
済
は
、
依
然
と
し
て
公
的
需
要
に
支
え
ら
れ
た
面

が
強
く
、
未
だ
経
済
基
盤
に
脆
弱
さ
を
拍
え
て
い
る
こ
と
が
あ
ら
た
め
て
確
認

次
に
、
一
一
般
政
府
(
回
出
先
機
類
、
道
、
市
町
村
、
社
会
保
障
基
金
)
に
よ
る
支
出

の
動
向
を
、
そ
の
財
源
と
と
も
に
み
て
い
こ
う
。

道
民
経
済
計
算
で
は
、
政
府
最
終
活
費
支
出
や
社
会
給
付
等
の
支
出
と
そ
の

財
源
(
受
取
)
を
記
し
た
「
一
般
政
府
の
部
門
別
所
得
支
出
取
引
」
と
、
公
的

総
資
本
形
成
(
公
共
投
資
)
に
関
わ
る
項
目
を
計
上
し
た
「
制
度
部
門
別
資
本
課

野
晶
-mm

料
品
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お
よ
そ
1
・
2
倍
に
椙
当
す
る
。

構
成
比
の
推
移
で
は
、
政
府
最
終
消
費
支
出
が
的
年
度
の
日
・

4
%
か
ら

の
ω

・
8
%
(
位
年
度
)
へ
上
昇
し
た
ほ
か
、
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付
の
ウ

エ
イ
ト
が
路
・

2
%
(
叩
年
度
)
か
ら
弘
・

3
%
(
但
年
度
)
に
高
ま
っ
て
お
り
、

政
府
サ
ー
ビ
ス
の
生
産
に
関
わ
る
人
件
費
や
社
会
保
障
関
連
の
義
務
的
経
費
の

増
嵩
が
黙
殺
支
出
全
体
を
膨
ら
ま
せ
る
方
向
に
作
用
し
て
い
る
(
註
l
)
。
こ
れ

に
対
し
て
、
公
的
総
資
本
形
成
の
原
資
と
な
る
貯
蓄
の
構
成
比
は
、

ω年
疫
の

ロ
・

5
%
か
ら
大
き
く
低
下
し
、

ω年
度
は
わ
ず
か
に

1
・
3
%
と
な
っ
て
い

す

Q

。

達
勘
定
一
一
般
政
府
」
を
併
せ
み
る
こ
と
で
、
財
政
活
動
の
様
相
を
と
ら
え
る

こ
と
が
で
き
る
(
図
3
1

一
般
政
府
の
部
門
別
所
得
支
出
取
引

「
現
物
社
会
移
転
以
外
の
社
会
給
付
」
と
し
て
計
上
さ
れ
る
「
無
基
金
雇
用
者

社
会
給
付
」
や
「
他
の
一
般
政
府
部
門
へ
の
経
常
移
転
」
「
道
外
に
対
す
る
そ

の
他
の
経
常
移
転
」
を
受
取
と
の
見
合
い
で
相
殺
し
、
そ
の
上
で
「
一
般
政
府

の
部
門
別
所
得
支
出
取
出
」
を
み
る
と
(
悶
4
)
、

ω年
度
の
支
出
額
は

8
兆
7

0
4
1
信
円
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
規
模
は
卯
年
度

(
6
兆
9
9
8
4
億
円
)
の

骨盤潜農事醸母窮状警告繍喜善特集

一般政府の部門別所得支出取引:支出項密会計図4
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ω
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一
ア
倍
円
-

2.000 

8，000 

飽
方
、
こ
れ
ら
支
出
を
支
え
る
前
源
(
受
取
)
に

目
を
移
す
と
(
図
5
)
、

ω年
代
を
通
し
て
、
税
収

1996 1997 1998 <999 2000 2001 2002 

年度

(
生
産
・
輸
入
品
に
諜
さ
れ
る
税
と
所
得
・
寓
等
に
課
さ
れ
る
税

の
合
計
)
が
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
す
る
一
方
(
卯
年
度

2
兆
7
2
3
2
態
円
↓
位
年
度
2
兆
6
7
5
3
億
円
)
、
社
会

負
担
は
卯
年
度
の

1
兆
6
3
9
3
億
円
か
ら

ω年
度

2
兆
4
0
2
6
寵
円
に
増
大
し
、
受
取
構
成
に
お
け

る
税
収
の
比
重
低
下
(
卯
年
度
部
・

9
%
↓
位
年
度
初
・

7
%
)

と
社
会
負
担
の
上
昇
前
年
度
ぉ
・

4
%
↓
位
年

度
U
・
6
%
)
が
み
ら
れ
る
。

し
か
し
、
財
政
的
な
受
益
支
出
)
に
対
す
る
地

元
の
負
担
と
い
う
規
点
か
ら
み
る
と
、
受
取
全
体
に

占
め
る
税
収
十
社
会
負
拐
の
ウ
エ
イ
ト
は
的
年
度
の

臼
・

3
%
か
ら
位
年
度
目
ω

・
3
%
に
低
下
し
て
お

り
、
財
政
活
動
の
財
源
を
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス

フ
ァ
ー
(
道
外
か
ら
の
そ
の
他
の
経
常
移
転
(
純
)
)
に
求

め
る
慶
合
い
を
強
め
て
い
る
(
園
6

・mw
年
度
初
・

7
%

↓
位
年
度
幻
・

5
%
)
。

ち
な
み
に
、
負
担
を
上
回
る
受
益
(
超
過
受
益
)
と

1994 1995 1992 1993 1990 1991 
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難政トランスファー依存度の推移:北海道

の
見
合
い
で
国
か
ら
の
財

政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
を
み

て
み
る
と
、
超
過
受
益
に

占
め
る
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ

ァ
ー
の
割
合
は
、

ω年
度

が

m
・
6
%
、

ω年
度
が

∞∞・

9

%
と
な
っ
て
お

り
、
地
域
間
所
得
再
分
蛇

な
く
し
て
は
超
過
受
益
を

享
受
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
状
況
に
あ
る
。

こ
れ
ま
で
み
て
き
た
よ

う
に
、
北
海
道
経
済
に
お

い
て
は
財
政
支
出
に
依
存

す
る
度
合
い
が
強
く
、
今

以
て
こ
れ
に
大
き
く
支
え

ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

財
政
支
出
の
内
容
に
立
ち

入
っ
て
み
る
と
、
人
件
費

2001 2000 1999 1998 目
別
庄

司

笠

lSip4 19fγ2 

図6

50'!; 戸一一 一

i C，gl 

20に

や
義
務
的
経
費
の
増
大
が
財
政
支
出
全
体
の
膨
張
を
も
た
ら
す
と
と
も
に
(
支

出
面
に
お
け
る
硬
直
化
)
、
財
源
的
に
も
、
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
へ
の

依
存
を
強
め
て
お
り
(
受
取
面
に
お
け
る
自
律
性
の
喪
失
)
、
財
政
運
営
に
お
け
る
裁

の
余
地
は
経
年
的
に
狭
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

制
度
部
門
別
資
本
調
達
勘
定

(
実
物
取
引
)

一
般
政
府
の
動
向

一
般
政
府
に
よ
る
財
政
活
動
の
う
ち
、
本
選
の
ス
ト
ッ
ク
形
成
に
繋
が
る
資

本
調
達
勘
定
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。

公
的
総
資
本
形
成
(
公
共
投
資
)
の
動
向
を
金
額
べ

i
ス
で
追
う
と
、
増
加
傾

向
に
あ
っ
た
卯
年
代
前
半
長
年
度
1
兆
6
8
2
6
億
円
↓
堅
守
度
2
兆
4
9
5
7
億
円
)

と、

Mm
年
度
か
ら
減
少
に
転
じ
た
卯
年
代
後
半
(
何
年
度
2
兆
3
1
4
6
億
円
↓
位

年
度
1
兆
9
4
1
0
徳
円
)
に
大
き
く
分
け
ら
れ
る
。

ω年
代
後
半
は
拓
銀
破
綻
後
の
景
気
対
策
が
講
じ
ら
れ
た
鉛
年
度
を
除
け

ば
、
常
に
前
年
度
部
れ
の
状
況
に
あ
り
、
位
年
度
の
水
準
は
何
年
度
比
2
割
以

上
の
減
少

(
&
5
5
4
7
搭
丹
)
と
な
っ
て
い
る
。
道
内
総
支
出
に
占
め
る
ウ
エ

イ
ト
の
面
で
は
、
何
年
度
の
ロ
・

4
%を
ピ

i
ク
に
、
漸
次
、
低
下
傾
向
を
た

ど
り
、

ω年
度
に
お
い
て
は

9
・
9
%
ま
で
低
下
し
た
。
先
に
、
北
海
道
経
済

が
卯
年
代
を
通
し
て
公
的
需
要
に
対
す
る
依
存
度
を
強
め
て
い
る
こ
と
を
示
し

た
が
、
こ
こ
で
み
た
公
的
総
資
本
形
成
の
ウ
エ
イ
ト
の
低
下
を
勘
案
す
る
な
ら

ば
、
そ
れ
は
も
っ
ぱ
ら
一
般
政
府
の
部
門
加
所
得
支
出
取
引
に
お
け
る
支
出
の

膨
張
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

こ
の
よ
う
に
、
金
額
的
に
も
、
ウ
エ
イ
ト
の
面
で
も
縮
減
す
る
傾
向
に
あ
る

公
的
総
資
本
形
成
だ
が
、
そ
の
財
源
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
。

図
7
は
制
度
部
門
別
資
本
調
達
勘
定
(
実
物
取
引
)
一
一
般
政
府
の
動
向
を
、

「
資
産
の
変
動
」
と
「
貯
蓄
・
資
本
移
転
に
よ
る
正
昧
資
産
の
変
動
(
財
源
面
)
」

の
両
面
か
ら
併
せ
み
た
も
の
で
あ
る
。

グ
ラ
フ
で
は
、
ゼ
ロ
を
境
に
、
ス
ト
ッ
ク
形
成
の
状
況
(
支
出
)
を
表
す

「
資
産
の
変
動
」
を
マ
イ
ナ
ス
方
向
の
積
み
上
げ
棒
グ
ラ
フ
で
示
し
、
そ
の
財

源
を
表
す
「
貯
蓄
・
資
本
移
転
に
よ
る
正
味
資
産
の
変
動
」
を
プ
ラ
ス
方
向
の

積
み
上
げ
棒
グ
ラ
フ
で
示
し
て
い
る
。
一
向
者
の
差
は
、
貯
蓄
投
資
差
額
と
し
て

訴
れ
線
グ
ラ
フ
で
示
し
て
い
る
。

特
徴
的
な
こ
と
は
、
財
源
構
成
に
占
め
る
貯
蓄
の
ウ
エ
イ
ト
が
伺
年
度
の

ω
・
5
%
か
ら
句
年
度
の

5
・
8
%
に
至
る
ま
で
、
著
し
い
低
下
が
み
ら
れ
る

こ
と
だ
。
貯
蓄
は
「
一
般
性
の
部
門
別
所
得
支
出
取
引
」
に
お
け
る
受
取
と
支

出
の
残
差
と
し
て
導
き
出
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
白
、
王
財
源
と
し
て
の
税
坂
の
落

ち
込
み
と
支
出
面
に
お
け
る
選
択
の
余
地
な
き
膨
張
の
織
が
貯
蓄
の
低
下
と
な

っ
て
現
れ
て
い
る
。
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こ
れ
と
は
対
照
的
に
、

mw
年
代
を
通
し
て
ウ
エ
イ
ト
を
高
め
て
い
る
の
が
回

定
資
本
減
耗
で
あ
る
。
固
定
資
本
減
耗
は

ω年
度
に
お
・

1
%
で
あ
っ
た
も
の

が
、
的
出
年
慶
に
は
必
・

l
%
に
ま
で
高
ま
っ
て
お
り
、
公
的
総
資
本
形
成
を
支

え
る
最
大
の
財
源
と
な
っ
て
い
る
。

し
か
し
、
他
方
で
、
固
定
資
本
減
耗
は
生
産
の
過
程
で
生
じ
る
建
物
や
機
械

等
の
再
生
可
能
な
有
形
毘
定
資
産
の
減
価
分
で
あ
り
、
既
存
の
有
形
国
定
資
産

の
更
新
や
耐
賠
年
数
の
大
幅
な
延
長
、
新
し
い
機
能
の
追
加
等
に
充
当
さ
れ
る

べ
き
も
の
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
は
、
新
た
な
ス
ト
ッ
ク
の
形
成
に
振
り
向
け

ら
れ
る
自
前
の
財
源
は
、

ω年
代
初
頭
に
比
べ
て
、
大
幅
に
縮
減
し
て
い
る
と

地方自書轍錨窮状護費知之島特集

制度部門部資本調達勘定(実物取引)の動向:一般政府、北海道間 7

20 

i 0 

15 

今

5 

:。

2002 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

年芝

1992 1993 1990 1991 

1，') 

み
る
こ
と
が
で
き
る
。

国
定
資
本
形
成
に
か
か

わ
る
国
庫
支
出
金
等
を
主

な
内
容
と
す
る
資
本
移
転

(
純
)
に
つ
い
て
は
、
卯
年

産
の
お
・

4
%
か
ら
例
年

震
の
出
・

9
%
に
至
る

問
、
廿
意
識
的
に
は
そ
の
ウ

エ
イ
ト
を
高
め
て
き
た

が
、
何
年
度
以
鋒
は
低
下

に
転
じ
、
位
年
度
は
必
・

1
%
と
な
っ
て
い
る
。
国

家
財
政
が
逼
迫
す
る
中
で

の
ウ
エ
イ
ト
の
低
下
と
解

す
る
こ
と
が
で
き
る
一
方

で
、
公
的
総
資
本
形
成
に

占
め
る
割
合
は
依
然
と
し

て
高
い
水
準
に
あ
り
、
そ

の
動
向
の
い
か
ん
が
北
海

道
に
お
け
る
ス
ト
ッ
ク
形
成
の
行
方
を
左
右
す
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な

と
同
時
に
、
こ
れ
も
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
で
あ
る
以
上
、
そ
の

イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
留
が
握
っ
て
い
る
こ
と
を
あ
ら
た
め
て
確
認
し
て
お
こ

ぶ
ノ
。3 

韓
日
凡
事
ン
ス
静
事
院
鰐
m

四
料
品
購
轍
鱗
轄

一
般
政
府
の
部
門
別
所
得
支
出
叡
引
や
制
度
部
門
別
資
本
調
達
勘
定
の
動
向

か
ら
、

mw
年
代
を
通
し
て
、
北
海
道
は
自
ら
の
税
財
源
の
み
で
は
財
政
支
出
を

賭
う
こ
と
が
で
き
ず
、
不
足
す
る
財
源
に
つ
い
て
は
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス

フ
ァ
ー
に
依
存
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
こ
と
、
ま
た
、
経
年
的
に
も
、
財
政
ト

ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
に
対
す
る
依
存
度
が
増
す
傾
向
に
あ
る
こ
と
を
み
て
き
た
。
支

出
面
で
は
、
公
務
員
の
人
件
費
や
社
会
保
障
関
連
の
義
務
的
経
費
が
支
出
規
模

を
否
応
な
く
増
大
さ
せ
、
財
政
運
営
の
硬
在
化
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
他
方
で
は
、
歳
入
・
歳
出
の
両
面
か
ら
ジ
レ
ン
マ
に
陥
っ
た
財
政

に
北
海
道
経
済
は
未
だ
大
き
く
依
存
し
て
い
る
。
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ

ァ
ー
に
依
存
す
る
北
海
道
の
財
政
活
動
と
、
財
政
的
に
裁
量
の
余
地
の
乏
し
い

一
般
政
府
に
依
存
す
る
北
海
道
経
済
。
い
ま
や
北
海
道
は
光
明
を
見
出
す
こ
と

の
で
き
な
い
依
存
の
連
鎖
の
中
に
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。

こ
こ
で
は
、
北
海
道
経
済
の
財
政
依
存
構
造
に
つ
い
て
、
こ
の
背
景
を
貯
蓄

投
資
バ
ラ
ン
ス
論
の
枠
組
み
か
ら
考
察
し
、
依
存
か
ら
脱
揮
す
る
た
め
の
基
本

的
な
考
え
方
を
模
索
し
よ
う
。

貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
論
の
分
析
枠
組
み

貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
論
の
分
析
枠
組
み
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ

る
。
い
ま
、
道
内
総
生
産
を

Y
、
民
間
消
費
を
C
、
民
間
投
資
を

I
、
財
政
支

出
を
G
、
移
輪
出
を
X
、
移
輸
入
を
M
と
す
れ
ば
、
道
内
総
生
産
は
そ
の
定
義
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か
ら
、Y
I
C
十

I
i
T
G
十

X

M

① 

と
な
る
。
こ
の
両
辺
か
ら
租
税
一

T
を
差
し
引
き
、

る
と
、
①
式
は
、

C
と

I
を
左
辺
に
移
項
す

Y 

T 

C 

11 

G 

T 
十
X 

M 

② 

と
表
さ
れ
る
。
こ
こ
で
、
民
間
貯
蓄
一

S
H
Y
-
T
i
C
と
定
義
す
る
と
、

S 

十

T 

G 

(
X
M
)
 

③ 

11 

と
い
う
恒
等
関
係
が
事
後
的
に
成
立
す
る
。

こ
の
③
式
が
、
い
わ
ゆ
る
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
式
で
あ
り
、
民
間
部
門
に
お

け
る
貯
蓄
投
資
差
額

(
S
i
I
)
と
一
般
政
府
部
門
の
財
政
収
支

(
T
i
G
)

の
合
計
は
域
際
収
支

(
X
i
M
)
と
等
し
く
な
る
。

こ
こ
で
は
、
道
民
経
済
計
算
の
制
度
部
門
別
資
本
調
達
勘
定
か
ら
、
民
間
部

門
の
貯
蓄
投
資
若
額
と
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
を
そ
れ
ぞ
れ

(
s
i
I
)
、

(
T
G
)
と
す
る
と
と
も
に
、

(
X
l
M
)
に
は
、
統
合
勘
定
の
「
道
外
に
対

す
る
債
権
の
変
動
」
を
用
い
て
い
る
(
注
2
)
0

北
海
道
に
お
け
る
貯
欝
投
資
バ
ラ
ン
ス
の
動
向

ω年
度
に
お
け
る
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
(
対
道
内
総
支
出
比
)
で
は
、
民
間
部

門
の
貯
蓄
投
資
差
額
が

u
・
ー
%
、
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
が
0
・
3
%
、

そ
し
て
、
道
外
に
対
す
る
債
権
の
変
動
が

9
・
4
%
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
数
字
を
そ
の
ま
ま
読
む
と
、
北
海
道
で
は
、
民
間
部
門
が
道
内
総

生
産
比
日
%
を
超
え
る
大
幅
な
常
蓄
超
過
と
な
っ
て
お
り
、
一
般
政
府
に
つ
い

て
も
、
そ
の
収
支
が
お
お
む
ね
均
衡
し
た
状
態
に
あ
る
。
こ
う
し
た
貯
蓄
の
超

過
分
は
道
外
他
地
域
へ
と
振
り
向
け
ら
れ
、
こ
の
結
果
、
北
海
道
で
は
道
外
に

対
す
る
債
権
の
上
積
み
(
増
加
)
が
も
た
ら
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
こ
れ
ま
で
み
て
き
た
よ
う
に
、
北
海
道
で
は
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ

ン
ス
フ
ァ
ー
に
依
存
す
る
度
合
い
が
強
く
、
上
述
の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
も
、 ， 

道
外
か
ら
の
そ
の
他
の
経
常
移
転
や
資
本
移
転
(
純
)
に
よ
る
補
填
が
な
さ
れ

た
後
の
姿
で
あ
る
。

関

8
は
、
こ
れ
ら
の
移
転
を
控
応
体
し
た
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
を
示
し
た
も
の

で
あ
り
、
い
わ
ば

3
2
呈
匹
。
己
富
山

r
g同
}
(
素
顔
)
の
北
海
道
経
済
で
あ
る
。

こ
の
図
を
も
と
に
、
あ
ら
た
め
て
北
海
道
経
済
の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
を
眺
め

て
み
る
と
、
民
間
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額
(
対
道
内
総
支
出
比
)
は
卯
年
度
の

7
・
2
%
か
ら
位
年
度
の

M
・
0
%
ま
で
、
貯
蓄
超
過
が
拡
大
す
る
方
向
で
推

移
し
て
き
た
。

他
方
、
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
は
、
m
w
年
代
前
半
に
投
資
超
過
が
拡
大

す
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
が
前
年
度
ふ
M

・
5
%
↓
部
年
度
ぬ

m
-
9
%
)
、

ω年
代

後
半
に
入
っ
て
か
ら
は
m
u
i
n
%
の
レ
ン
ジ
で
高
止
ま
り
し
た
状
態
に
あ
る
。

さ
ら
に
、
民
間
部
門
に
お
け
る
貯
蓄
超
過
と
一
般
政
府
の
投
資
超
過
を
対
比
し

て
み
る
と
、
常
に
、
一
般
政
府
の
投
資
超
過
が
民
間
部
門
の
貯
蓄
超
過
を
上
匝

る
状
況
に
あ
り
、
北
海
道
経
済
全
体
と
し
て
の
貯
蓄
・
投
資
の
収
支
尻
は
マ
イ

ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
(
道
外
に
対
す
る
債
権
の
変
動
一
郎
年
度
A

m

・
9
%
↓
的
年
度
A

U
-
1
%
)
0
 

換
言
す
る
な
ら
ば
、
北
海
道
は
自
ら
の
貯
蓄
を
以
て
投
資
を
賄
う
こ
と
が
で

き
ず
、
な
お
不
足
す
る
分
に
つ
い
て
は
、
道
外
佑
地
域
か
ら
の
移
転
(
受
取
)

や
借
入
に
よ
っ
て
資
金
を
調
達
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

一
般
に
、
地
域
経
済
の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
に
関
し
て
は
、
地
方
固
に
お
い

て
、
民
間
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額

(
S
I
)
が
プ
ラ
ス
、
一
般
政
府
部
門
の

貯
蓄
投
資
差
額

(
T
G
)
が
マ
イ
ナ
ス
、
域
際
収
支

(
X
M
)
が
マ
イ
ナ

ス
と
な
る
こ
と
が
、
そ
の
ス
テ
レ
オ
タ
イ
プ
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
る
(
注
3
)
。

他
方
、
大
都
市
圏
で
は
、
民
間
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額
が
マ
イ
ナ
ス
、
一
殻

政
府
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額
が
プ
ラ
ス
、
域
際
収
支
が
プ
ラ
ス
で
あ
る
こ
と
が

典
型
と
さ
れ
て
い
る
。

図

9
は
、
こ
れ
ら
ふ
た
つ
の
地
域
に
お
け
る
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
と
資
金
の

地
域
間
流
動
を
図
式
ル
出
し
た
も
の
で
あ
る
。
地
方
圏
で
は
、
民
間
部
門
に
お
い
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て
生
じ
た
貯
蓄
超
過
分
が
投
資
需
要
の
旺
盛
な
大
都
市
留
に
流
出
す
る
と
と
も

に
、
大
都
市
臨
か
ら
移
入
し
た
財
、
サ
ー
ビ
ス
の
代
金
が
地
方
国
か
ら
大
都
市

圏
に
向
け
て
支
払
わ
れ
る
。

逆
に
、
大
都
市
圏
か
ら
は
、
地
方
四
掛
か
ら
の
資
金
流
出
を
埋
め
合
わ
せ
る
形

で
、
大
都
甫
圏
で
徴
収
さ
れ
た
税
を
財
源
と
す
る
財
政
支
出
が
地
方
閣
に
還
流

す
る
(
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
)
。
こ
の
よ
う
な
見
方
に
立
て
ば
、
地
方
閣

が
財
政
に
依
存
す
る
構
造
の
背
景
に
は
、
民
間
部
門
に
お
け
る
貯
蓄
超
過
(
プ

ラ
ス
の
貯
蓄
投
資
差
額
)
と
移
輸
入
超
過
(
域
際
収
支
の
マ
イ
ナ
ス
)
が
あ
る
と
解
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

音盤潜贈護費錨窮状書量知器特集

貯蓄投資差額の動向:北海道図8
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貯蓄投資バランスと地域開関係
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年度
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一鍛政府の砕き書投資量産綴:+

民間部門の貯慈投資差額:

こ
の
構
図
に
当
て
鼠
め
て
み
る
な
ら
ば
、
北
海
道
の
状
況
は
ま
さ
に
地
方
図

の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
の
典
型
で
あ
る
と
い
え
る
。

こ
こ
で
、
こ
う
し
た
関
係
を
も
う
少
し
詳
し
く
み
る
た
め
に
、
各
収
支
間
の

相
関
を
概
観
し
て
お
こ
う
。
卯
年
代
を
通
し
て
、
民
間
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額

と
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
の
関
係
を
み
て
み
る
と
、
負
の
椙
関
(
椙
関
係

数
A
0
・
8
6
6
)
が
観
察
さ
れ
、
民
間
部
門
の
貯
蓄
超
過
(
プ
ラ
ス
幅
)
が
大
き

く
な
る
ほ
ど
、
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
は
そ
の
マ
イ
ナ
ス
幅
を
拡
げ
る
と

い
う
関
係
に
あ
る
。

ま
た
、
民
間
部
門
の
総
資
本
形
成
と
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
の
間
に
は
、

正
の
桔
関
(
相
関
係
数
0
・
6
2
1
)
が
み
ら
れ
、

民
間
投
資
が
縮
小
す
る
ほ
ど
、
一
般
政
府
の
投

資
貯
蓄
差
額
(
マ
イ
ナ
ス
幅
)
が
拡
大
す
る
傾
向

が
み
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
道
外
に
対
す
る
債
権

の
変
動
と
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
と
の
聞

に
は
、
正
の
相
関
(
相
関
係
数
0
・
7
5
3
)
が
認

め
ら
れ
、
道
外
に
対
す
る
債
権
の
変
動
(
マ
イ

ナ
ス
幅
)
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
て
、
一
般
政

府
の
投
資
貯
蓄
差
額
(
マ
イ
ナ
ス
幅
)
も
ま
た
大

き
く
な
る
。

し
た
が
っ
て
、
き
わ
め
て
概
括
的
で
は
あ
る

が
、
今
後
、
北
海
道
経
済
が
縮
小
均
衡
に
陥
る

こ
と
な
く
、
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー

に
過
度
に
依
存
し
た
経
済
構
造
か
ら
脱
却
す
る

た
め
に
は
、
一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
(
マ

イ
ナ
ス
幅
)
を
縮
小
さ
せ
る
こ
と
を
前
提
に
、

民
間
投
資
の
拡
大
に
よ
る
貯
蓄
投
資
差
額
の
縮

小
や
域
際
収
支
の
改
善
を
図
る
こ
と
が
基
本
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

唱ート‘」
'¥ 

設j査潜曹が旺盛な大都市悶lζ吸引される地方l拐の貯蓄

si"1j ビスの路入lζ係わる資金流出

|一般政府の貯搬送差額 i 
域襲警収支(移総入超過ー
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4事

「
関
醸
鰻
欝
」
窃

日
轄
す
す
院
か
え
て

北
海
道
の
貯
蓄
投
資
バ
ラ
ン
ス
を
あ
ら
た
め
て
記
す
な
ら
ば
、

S 

+ 
T 

G 

(
x
l
M
)
 八
0 

④ 

11 

と
な
る
。

だ
が
、
今
日
、
わ
が
国
の
財
政
事
情
を
勘
案
す
る
な
ら
ば
、
こ
れ
ま
で
の
よ

う
に
、
貯
蓄
超
過
を
背
景
と
す
る
資
金
の
流
出
や
域
際
収
支
の
赤
字
を
埋
め
合

わ
せ
る
か
た
ち
で
、
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
に
依
存
し
て
い
く
こ
と

は
由
難
な
状
況
に
あ
る
。

こ
の
た
め
、
④
式
左
辺
の

(
T
G
)
の
マ
イ
ナ
ス
輔
が
縮
減
す
る
こ
と
を

前
提
と
し
た
今
後
の
マ
ク
ロ
経
済
運
営
に
つ
い
て
は
、
民
間
投
資
I
の
拡
大
に

よ
る

(
S
i
I
)
の
縮
小
、
も
し
く
は
移
輪
出

X
の
振
興
を
通
し
て
の

(
X
!

M
)
の
改
善
が
求
め
ら
れ
る
(
関
目
。

こ
う
し
た
考
え
方
は
決
し
て
斬
新
な
も
の
で
は
な
く
、
い
伝
統
的
に
は
、
需
要

主
導
型
の
「
移
出
基
盤
モ
デ
ル
」
に
お
い
て
説
か
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

移
出
基
盤
モ
デ
ル
で
は
、
地
域
の
産
業
を
域
外
に
財
貨
・
サ
ー
ビ
ス
を
販
売
す

る
移
出
産
業
(
甘
接
的
磁
波
業
)
と
、
移
出
産
業
の
生
産
活
動
か
ら
派
生
す
る
需
要
に

路
じ
る
域
内
産
業
(
非
禁
問
山
産
業
)
に
分
類
し
た
う
え
で
、
地
域
の
所
得
水
準
は

そ
の
地
域
か
ら
の
移
出
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
、
移
出
の
増
加
が
地
域
の
経
済
成

長
を
も
た
ら
す
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
を
踏
ま
え
て
も
、
今
後
の
北
海
道
に
お
い
て
必
要
な
の
は
、
資
源

賦
存
の
優
位
性
や
高
い
価
値
を
生
み
出
す
ド
ラ
イ
バ
ー
(
例
え
ば
、
「
規
模
の
経
済
」

「
範
囲
の
経
済
」
「
ス
ピ
i
ド
の
経
済
」
「
集
中
化
と
外
部
化
の
経
済
」
な
ど
)
を
背
景
に
備
え
た
競

争
力
の
あ
る
移
輪
出
産
業
で
あ
り
、
こ
れ
を
振
興
し
道
内
に
お
け
る
波
及
効
果

を
高
め
て
い
く
こ
と
が
、
民
間
投
資
や
移
輪
出
の
拡
大
に
繋
が
る
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

し
か
し
、
そ
の
一
方
で
、

い
か
に
移
輸
出
産
業
の
振

興
を
企
図
し
た
と
し
て

も
、
そ
れ
が
出
産
炭
地
振
性

興
で
み
ら
れ
た
よ
う
に
、
澗

単
な
る
分
工
場
の
誘
致
に
ね

止
ま
る
な
ら
ば
、
地
元
一
雇
山
口

用
や
税
収
面
で
の
効
果
は
い
の

あ
っ
た
と
し
て
も
、
大
半
怖

の
資
本
財
や
原
材
料
・
中
撒aMMλ
 

間
製
品
、
あ
る
い
は
よ
り

o

高
次
の
サ
ー
ビ
ス
は
域
外
図

に
求
め
ら
れ
、
北
海
道
は

い
わ
ば
「
飛
び
地
」
的
な

移
出
加
工
区
の
ポ
ジ
シ
ョ

ン
に
甘
ん
じ
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

そ
の
意
味
で
、
こ
れ
か
ら
は
、
北
海
道
の
地
に
根
ざ
し
た
企
業
家
の
輩
出
や

薪
規
事
業
の
創
出
な
ど
内
発
型
の
産
業
振
興
を
隠
る
と
と
も
に
、
道
内
関
連
産

業
へ
の
波
及
効
果
が
期
待
で
き
る
企
業
を
戦
略
的
に
誘
致
す
る
こ
と
が
重
要
で

あ
る
と
考
え
る
。

ま
た
、
今
日
、
「
選
択
と
集
中
」
が
常
套
句
と
な
っ
て
い
る
財
政
支
出
に
つ

い
て
も
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
支
出
の
効
率
化
や
重
点
化
が
求
め
ら
れ
る
。

地
方
自
治
体
の
財
政
が
逼
迫
す
る
中
で
、
と
も
す
れ
ば
政
策
的
な
経
費
の
財

源
を
国
か
ら
の
補
助
金
等
に
求
め
る
傾
向
に
あ
る
が
、
こ
れ
は
一
般
政
府
の
枠

内
で
自
主
財
源
を
国
か
ら
の
財
政
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
に
振
り
替
え
て
い
る
に
す

ぎ
な
い
。

北
海
道
経
済
全
体
と
し
て
の
需
要
を
確
保
し
、
な
お
か
つ
国
か
ら
の
財
政
ト

ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
に
過
度
に
依
存
し
た
こ
れ
ま
で
の
体
質
を
転
換
す
る
た
め
に

しやりばり 16
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は、

P
F
I
(
2
4器
ヨ
5
3
2
E界
一
丸
一
語
)
を
活
用
し
た
民
間
投
資
に
よ
る
公
共

投
資
の
代
替
や
公
的
事
業
の
民
営
北
な
、
ど
、
民
間
部
門
に
お
け
る
貯
蓄
超
過
を

活
か
し
た
公
民
の
連
携
が
今
ま
で
以
上
に
必
要
と
な
ろ
う
。

北
海
道
経
済
の
体
質
と
も
い
え
る
依
存
の
連
鎖
か
ら
抜
け
出
す
こ
と
は
、
決

し
て
容
易
な
こ
と
で
は
な
い
。

し
か
し
、
脱
「
財
政
依
存
」
を
図
る
途
が
ま
っ
た
く
見
出
せ
な
い
わ
け
で
は

な
い
。
財
政
運
営
の
方
向
性
と
そ
れ
を
支
え
る
ロ
ジ
ッ
ク
が
合
意
さ
れ
れ
ば
、

後
は
遊
民
の
人
一
人
が
自
ら
の
未
来
を
信
じ
て
歩
き
始
め
る
だ
け
で
あ
る
。

地方員事政命窮状を籍る

{
注
}
1

部
門
別
で
は
、
園
出
先
機
関
(
的
年
度
U
・
0
%
↓
位
年
度
目
・

1
%
)
、
道
(
叩
年
度

n
・
2
%↓
位
年
度
幻
・

3
%
)
、
市
町
村
(
卯
年
度
お
・

6
%↓
位
年
度
削
4

・
9
%
)
の
ウ
エ

イ
ト
が
抵
下
傾
向
に
あ
る
中
で
、
社
会
保
障
基
金
が
卯
年
度
の
幻
・

2
%
か
ら
品
・

7
%
(
位

年
度
)
に
上
昇
し
て
お
り
、
こ
の
面
か
ら
も
、
社
会
保
障
関
連
の
支
出
が
財
政
支
出
全
体
を
膨

張
さ
せ
る
要
留
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

2

し
か
し
、
実
際
の
道
民
緩
済
計
算
で
は
、
デ

i
タ
構
築
上
の
制
約
か
ら
、
道
内
総
支
出
に

は
統
計
上
の
不
突
合
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
こ
こ
で
用
い
る
民
間
部
門
の
貯
蓄
投
資
差
額
と

一
般
政
府
の
貯
蓄
投
資
差
額
の
合
計
は
道
外
に
対
す
る
債
権
の
変
動
と
完
全
に
一
致
す
る
わ
け

で
は
な
い
。

3

例
え
ば
、
佐
野
〔
2
0
0
0〕
お
頁
1
m
m頁。

詩集

[
参
考
文
献
}

藤
藤
一
期
〔
2
0
0
3〕
「
北
海
道
に
お
け
る
マ
ク
ロ
経
済
循
環
と
金
融
繕
造
」
臼
本
郵
政
公
社

北
海
道
支
社
『
平
成
H
年
度
委
託
研
究
報
告
書
同
」

佐
野
修
久
〔
2
0
0
0〕
「
地
域
の
財
政
依
存
構
造
」
日
本
政
策
投
資
銀
行
地
域
政
策
研
究
セ
ン

タ
ー
「
地
域
政
策
研
究
』

v
o
-
-
3

土
居
丈
朗
〔
2
0
0
5〕
「
域
際
収
支
か
ら
み
た
地
域
再
生
に
関
す
る
一
考
察
」
三
菱
信
託
銀
行

「
調
点
』

2
0
0
5年
1
月
号

野
間
敏
克
〔
2
0
0
5〕
「
地
域
間
資
金
移
動
と
資
金
循
環
」
堀
江
康
煎
編
著
『
地
域
金
融
と
企

業
再
生
』
中
央
経
済
社
、
第
6
章
所
収

谷
沢
弘
毅

(
2
0
0
0〕
「
県
別
I
S
バ
ラ
ン
ス
か
ら
み
た
地
域
経
済
の
中
長
期
的
活
性
化
策
」

金
融
構
造
研
究
会
『
金
一
級
構
造
研
究
』
第
幻
号

AUGUST 2005 17しやり{ぎり


